
令和７年度

江　差　町　公　共　下　水　道　事　業　会　計　予　算

北 海 道 江 差 町



議案第１５号

　　　令和７年度江差町公共下水道事業会計予算
（総則）
第１条　令和７年度江差町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。
（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
　(1) 計画処理面積
　(2) 計画処理人口
　(3) 年間排水量
　(4) １日平均排水量
　(5) 主な建設改良事業　　管渠整備事業ほか
（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。
　　　収　入
　第１款　下水道事業収益
　　第１項　営業収益
　　第２項　営業外収益
　　第３項　特別利益
　　　支　出
　第１款　下水道事業費用
　　第１項　営業費用
　　第２項　営業外費用
　　第３項　特別損失
（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額105,989千円は、
　過年度損益勘定留保資金81,641千円及び当年度損益勘定留保資金24,348千円で補填するものとする）
　　　収　入
　第１款　資本的収入
　　第１項　企業債
　　第２項　負担金
　　第３項　補助金
　　第４項　固定資産売却代金
　　　支　出
　第１款　資本的支出
　　第１項　建設改良費
　　第２項　企業債償還金

271.0 ha

345,192 ㎥
946 ㎥

千円

4,400 人

282,666 千円
38,326 千円

165,000

244,339 千円
1 千円

212,333 千円
195,332 千円
17,000 千円

1 千円

200,211 千円
102,900 千円

1 千円

306,200 千円

30,310 千円
67,000 千円

165,000 千円
141,200 千円
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（資本的収入及び支出）

（債務負担行為）
第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「債務負担行為に関する調書」記載のとおりと定める。
（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　(1) 営業費用及び営業外費用の間の流用
　(2) 建設改良費及び企業債償還金の間の流用
（一時借入金）
第８条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額
　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
　(1) 職員給与費
（他会計からの補助金）
第１０条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、162,000千円である。
（たな卸資産購入限度額）
第１１条　たな卸資産の購入限度額は、500千円と定める。

　　令和７年３月５日提出
江差町長　　照　井　誉之介

公営企業適用債 1,100

11,950 千円

資本費平準化債 14,000

特別措置債 8,800

過疎債 20,500

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

5.0％以内（ただし、利率見直
し方式で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の利
率）

政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定するものによる。ただ
し、企業財政の都合により据置期間
及び償還期限を短縮し、又は繰上償
還若しくは低利に借換えすることが
できる。

下水道事業債 58,500

証書借入
又は

証券発行

（単位：千円）
起債の目的
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令和７年度

江　差　町　公　共　下　水　道　事　業　会　計

予　算　に　関　す　る　説　明　書



(収益的収入) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額（税込） 説明

 1.下水道事業収益 282,666

 1.営業収益 38,326

 1.使用料収益 38,226

 1.下水道使用料 38,226

 2.その他営業収益 100

 1.手数料 100 排水設備工事店登録手数料ほか

 2.営業外収益 244,339

 1.負担金 28,107

 1.公共下水道負担金 28,107 上ノ国町負担金（管理センター維持管
理分）

 2.他会計補助金 165,500

 1.一般会計補助金 162,000

 2.国庫補助金 3,500

 3.長期前受金戻入 50,730

 1.長期前受金戻入 50,730

 4.雑収益 2

 1.その他雑収益 2

令和７年度 江差町公共下水道事業会計予算実施計画
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(収益的収入) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 3.特別利益 1

 1.特別利益 1

 1.その他特別利益 1

(収益的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 1.下水道事業費用 212,333

 1.営業費用 195,332

 1.管渠費 6,539

 1.光熱水費 1,268 中歌・姥神・漁組前・文化会館下MP電
気使用料

 2.修繕費 860 公共桝蓋ほか

 3.通信運搬費 76 通信用回線電話料金ほか

 4.委託料 4,285 マンホール点検委託ほか

 5.備消耗品費 50 公共桝蓋ほか

 2.ポンプ場費 9,341

 1.燃料費 94 五勝手中継ポンプ場自家発電機

 2.光熱水費 2,195 五勝手中継ポンプ場電気使用料及び水
道使用料

 3.修繕費 2,565 電気計装設備修繕料ほか
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(収益的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 4.通信運搬費 230 計装回線利用料ほか

 5.手数料 20 消火器更新に係る廃棄手数料及びﾘｻｲｸ
ﾙｼｰﾙ手数料

 6.委託料 4,104 維持管理委託料ほか

 7.備消耗品費 133 消火器更新ほか

 3.処理場費 58,531

 1.燃料費 373 下水道管理センター灯油ほか

 2.光熱水費 8,535 下水道管理センター場電気使用料及び
水道使用料

 3.修繕費 500 施設機器緊急修繕ほか

 4.通信運搬費 93 電話利用料

 5.手数料 1

 6.委託料 48,929 維持管理委託料ほか

 7.備消耗品費 100

 4.総係費 23,182

 1.給料 5,661 職員2名（課長（半年分）・係）

 2.手当 3,448

 3.法定福利費 2,291

 4.旅費 367 職員研修　ほか

 5.通信運搬費 24 郵便料
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(収益的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 6.手数料 80 振込後納手数料ほか

 7.保険料 585 建物災害保険（処理場及びポンプ場）

 8.委託料 9,800 下水道使用料徴収委託　ほか

 9.備消耗品費 80 事務用品・図書購入費

10.負担金 28 北海道地方下水道協会負担金

11.接続促進費 268 水洗化奨励金　ほか

12.賞与引当金繰入額 550 職員1名分（係）

 5.減価償却費 87,739

 1.有形固定資産減価償却
   費

87,739

 2.無形固定資産減価償却
   費

0

 6.資産減耗費 10,000

 1.固定資産除去費 10,000

 2.棚卸資産減耗費 0

 2.営業外費用 17,000

 1.支払利息及び企業
   債取扱諸費

14,800

 1.企業債利息 14,800

 2.雑支出 2,200

 1.消費税納入額 2,200
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(収益的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 3.特別損失 1

 1.その他特別損失 1

 1.その他特別損失 1

7



(資本的収入) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 1.資本的収入 200,211

 1.企業債 102,900

 1.企業債 102,900

 1.下水道企業債 58,500 未普及地区の管渠布設工事　ほか

 2.過疎債 20,500 ストックマネジメント計画に基づく工
事

 3.資本費平準化債 14,000

 4.特別措置債 8,800

 5.公営企業適用債 1,100

 2.負担金 30,310

 1.負担金 30,310

 1.受益者負担金 1,210

 2.他会計負担金 29,100 ・上ノ国町負担金（ストマネ分）
・補償費

 3.補助金 67,000

 1.国庫補助金 67,000

 1.国庫補助金 67,000 社会資本総合交付金

 5.固定資産売却 1

 1.固定資産売却 1

 1.固定資産売却 1
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(資本的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 1.資本的支出 306,200

 1.建設改良費 165,000

 1.管渠建設改良費 83,000

 1.管渠建設改良費 83,000 未普及地区の管渠布設工事　ほか

 2.処理場建設改良費 82,000

 1.処理場建設改良費 82,000 江差・上ノ国下水道管理センター建設
工事　ほか

 2.企業債償還金 141,200

 1.企業債償還金 141,200

 1.企業債償還金 141,200
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      当期純損益 62,312

      減価償却費 87,739

      固定資産除却費 10,000

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） △326

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

　　　長期前受金戻入額 △50,729

      受取利息及び配当金 △1

      支払利息等 14,800

　　　未収金の増減額（△は増加） 1,800

　　　未払金の増減額（△は減少） △11,372

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 0

　　　小計 114,223

　　　利息及び配当金の受取額 1

　　　利息の支払額 △14,800

      業務活動によるキャッシュフロー 99,424

      有形固定資産の取得による支出 △148,500

      国庫補助金による収入 60,300

　　　工事負担金による収入 27,279

      投資活動によるキャッシュフロー △60,921

　　　一時借入金による収入 0

　　　一時借入金の返済による支出 0

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 102,900

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △141,200

      財務活動によるキャッシュフロー △38,300

　 資金増加額 203

   資金期首残高 1,534

   資金期末残高 1,737

3     財務活動によるキャッシュフロー

令和７年度 公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

  (単位:千円) 

1    業務活動によるキャッシュフロー

2    投資活動によるキャッシュフロー
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千円 千円 千円 千円

1.  固定資産

  (1) 有形固定資産

    イ 土地

    ロ 建物 1,135,891

      建物減価償却累計額 △418,402 717,489

    ハ 構築物 3,608,434

      構築物減価償却累計額 △1,383,109 2,225,325

    二 機械及び装置 1,140,670

      機械及び装置減価償却累計額 △967,599 173,071

    ホ 備品及び工具

      備品及び工具減価償却累計額 0

      有形固定資産合計 3,115,885

    固定資産合計 3,115,885

2.  流動資産

  (1) 現金預金 1,534

  (2) 未収金

    イ 営業未収金 23,500

    ロ 消費税未収金 0

      未収金合計 23,500

  (3) 貯蔵品
    流動資産合計 25,034

  資産合計 3,140,919

令和６年度 公共下水道事業予定貸借対照表
令和7年3月31日

資    産    の    部
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千円 千円 千円 千円

3.  固定負債

  (1) 企業債

    イ 企業債 1,026,384
      企業債合計 1,026,384

    固定負債合計 1,026,384

4.  流動負債

  (1) 借入金

    イ 企業債 140,790

      合計 140,790

  (2) 未払金

    イ 営業未払金 13,142

    ロ 消費税未払金

      未払金合計 13,142

  (3) 引当金

    イ 賞与引当金 876

    ロ 貸倒引当金

      引当金合計 876

  (4) 預り金

    イ 契約保証金

      預り金合計 0

    流動負債合計 154,808

5.  繰延収益

  (1) 長期前受金 3,329,880

  (2) 長期前受金収益化累計額 △1,559,126
    繰延収益合計 1,770,754

  負債合計 2,951,946

負    債    の    部
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千円 千円 千円 千円

6.  資本金

  (1) 自己資本金

    イ 固有資本金 121,517

    ロ 組入資本金
      自己資本金合計 121,517

    資本金合計 121,517

7.  剰余金

  (1) 資本剰余金

    イ 受贈財産評価額

    ロ 工事負担金

    ハ 補助金

      資本剰余金合計 0

  (2) 利益剰余金

    イ 当年度未処分利益剰余金 67,456
      利益剰余金合計 67,456

    剰余金合計 67,456

  資本合計 188,973

  負債資本合計 3,140,919

資    本    の    部
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千円 千円 千円

1. 営業収益

  (1) 下水道収益 35,727
  (2) その他営業収益 330 36,057

2. 営業費用

  (1) 管渠費 13,847

  (2) ポンプ場費 8,494

  (3) 処理場費 57,380

  (4) 総係費 15,598

  (5) 減価償却費 88,413
  (6) 資産減耗費 32,545 216,277

    営業利益 △180,220

3. 営業外収益

  (1) 受取利息及び配当金 4

  (2) 公共下水道費負担金 37,000

  (3) 他会計補助金 159,073

  (4) 長期前受金戻入 77,833
  (5) 雑収益 3 273,913

4. 営業外費用
  (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 15,139 15,139 258,774

    経常利益 78,554

5. 特別利益
  (1) 特別利益 0 0 0

6. 特別損失

  (1) 過年度収益修正損 0
  (2) その他特別損失 11,098 11,098 11,098

    当年度純利益 67,456

    前年度繰越利益剰余金 0
    その他未処分利益剰余金変動額 0

    当年度未処分利益剰余金 67,456

令和６年度 公共下水道事業予定損益計算書
令和7年3月31日
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千円 千円 千円 千円

1.  固定資産

  (1) 有形固定資産

    イ 土地

    ロ 建物 1,204,691

      建物減価償却累計額 △438,402 766,289

    ハ 構築物 3,678,134

      構築物減価償却累計額 △1,444,848 2,233,286

    二 機械及び装置 1,140,670

      機械及び装置減価償却累計額 △973,599 167,071

    ホ 備品及び工具

      備品及び工具減価償却累計額 0

      有形固定資産合計 3,166,646

    固定資産合計 3,166,646

2.  流動資産

  (1) 現金預金 1,737

  (2) 未収金

    イ 営業未収金 21,700

    ロ 消費税未収金 0

      未収金合計 21,700

  (3) 貯蔵品 0
    流動資産合計 23,437

  資産合計 3,190,083

令和７年度 公共下水道事業予定貸借対照表
令和8年3月31日

資    産    の    部
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千円 千円 千円 千円

3.  固定負債

  (1) 企業債

    イ 企業債 987,184
      企業債合計 987,184

    固定負債合計 987,184

4.  流動負債

  (1) 一時借入金

    イ 企業債 141,690

      合計 141,690

  (2) 未払金

    イ 営業未払金 1,770

    ロ 消費税未払金 0

      未払金合計 1,770

  (3) 引当金

    イ 賞与引当金 550

      引当金合計 550

  (4) 預り金

    イ 契約保証金 0
      預り金合計 0

    流動負債合計 144,010

5.  繰延収益

  (1) 長期前受金 3,417,459

  (2) 長期前受金収益化累計額 △1,609,855
    繰延収益合計 1,807,604

  負債合計 2,938,798

負    債    の    部
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千円 千円 千円 千円

6.  資本金

  (1) 自己資本金

    イ 固有資本金 121,517

    ロ 組入資本金
      自己資本金合計 121,517

    資本金合計 121,517

7.  剰余金

  (1) 資本剰余金

    イ 受贈財産評価額

    ロ 工事負担金

    ハ 補助金

      資本剰余金合計 0

  (2) 利益剰余金

    イ 当年度未処分利益剰余金 129,768
      利益剰余金合計 129,768

    剰余金合計 129,768

  資本合計 251,285

  負債資本合計 3,190,083

資    本    の    部
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　注　記
Ⅰ　重要な会計方針

  　地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成している。

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　・減価償却の方法　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　１５年～６５年

　　　　構築物　　　　　　１０年～６０年

　　　　機械及び装置　　　　５年～１５年

　　　　車両運搬具　　　　　４年～　６年

　　　　工具器具及び備品　　３年～２０年

　　(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　　　・減価償却の方法　　定額法

　　(3) リース資産

　　　・該当なし
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　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当に係る負担金は、「退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、江差町一般会計がその全部を

　　　負担することとなっているため、退職給付引当金は計上しない。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込み額に

　　　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　１　引当金の取崩し

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当に係る負担金は、「退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、江差町一般会計がその全部を

　　　負担することとなっているため、退職給付引当金は計上しない。

　　(2) 賞与引当金

　　　　令和７年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費として２，４１７千円を支出する

　　　ため、賞与引当金５５０千円を取り崩す。
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１　総括

ア　会計年度任用職員以外の職員

716 1,141 ▲ 605 536合 計 0 425

0

0

425 716 1,141 ▲ 605 536

資 本 勘 定 支 弁 職 員

0 2,732 7,968 2,896 10,864

比
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0

合 計 2 5,236

2,732 7,968 2,896 10,864

資 本 勘 定 支 弁 職 員

3,448 9,109 2,291 11,400

前
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 5,236

合 計 2 5,661 0

3,448 9,109 2,291 11,400

資 本 勘 定 支 弁 職 員

計 （千円） （千円）

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 5,661 0

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数（人） 給　　与　　費（千円） 法定福利費 合　計

手当の内訳

区　　分
扶養手当 寒冷地手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

126 1,099 923 700

時間外手当 管理職手当

306

前　年　度 279 113 799 669 566 306

本　年　度 294

比　　較 15 13 300 254 134 0

区　　分
住宅手当 通勤手当 児童手当 管理職特勤

（千円） （千円） （千円） （千円）

本　年　度 0 0 0 0

前　年　度 0 0 0 0

比　　較 0 0 0 0
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２　給料及び手当の増減額の明細

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当たり給料

　(2) 初任給

その他の増減分 28

区　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　明 備　　　　　考

給　　料 425 給与改定 0

昇給

0その他の増減分

425

手　　当 716 昇給 688

区　　　　　　　分 企　業　職

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円） 334,050

平均給与月額（円） 397,875

平　均　年　齢 42

令和６年１月１日現在

平均給料月額（円） 319,300

平均給与月額（円） 380,509

平　均　年　齢 41

区　　分 企業職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円） 備　　　考

高　　校　　卒 188,000 188,000 1-5

短　　大　　卒 204,400 204,400 1-15

大　　学　　卒 220,000 220,000 1-25
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　(3) 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

事務補課長 主幹 係長 係長・主任

区　　分 ６級

企　業　職 主事

５級 ４級 ３級 ２級

1 50

１級

計 2 100.0

3

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在
4

2

区　　分
企　　　　　業　　　　　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

4

5

6 1 50

3

2 1 50

6 1 50

1 計 2 100.0

1

5
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　(4) 昇給

　(5) 期末手当・勤勉手当

　(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

定年 47.709定年 定年 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 定年 33.27075

最高限度 その他の
備　　考

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

一般会計の制度 2.300 2.300 4.600 有

前　年　度 2.250 2.350 4.600 有

備　　考
６月（月分） １２月（月分） （月分） 等級による加算措置

本　年　度 2.300 2.300 4.600 有

区　　分
支給期別支給率

前
年
度

職 員 数 （Ａ） （人）

号　給　数　別　内　訳 ４号級 （人） 2 2

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0

2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 2 2

合　計 企業職

（Ｂ） （人） 2 2

区　　　　　分

本
年
度

４号級 （人）

（Ａ） （人） 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数

号　給　数　別　内　訳
２号級 （人）

職 員 数

1

1 1

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0 100.0

1

100.0

支給率計 職制上の段階、職務の

支　給　率　等

一般会計の制度(支給率等)

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者
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59,40046,926111,634 令和6年度 39,006
令和7年度

～
令和8年度

67,320

290

10,970 令和6年度 - 令和7年度 10,970 5,485 5,485

- 令和7年度 290

166

期間

227

地方債
一般財源

金額 国道支出金

債務負担行為に関する調書
（単位：千円）

限度額
前年度までの支払義務 当年度以降の支払義務

その他

左の財源内訳
発生（見込）額 発生予定額 特定財源事　　　項

金額 期間

江差上ノ国下水道管理ｾﾝ
ﾀｰ自家用電気工作物保安
管理委託業務

江差・上ノ国下水道管理
センター産業廃棄物（下
水汚泥）収集運搬・処理
委託業務

五勝手中継ポンプ場自家
用電気工作物保安管理委
託業務

江差・上ノ国下水道管理
センター他維持管理委託
業務

290 令和6年度

393 令和6年度 - 令和7年度 393
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